産学公連携研究開発支援事業

応募様式

· 産学公連携研究開発支援事業　助成金交付申請書（第１号様式）

（別紙１）　事業計画書

（別紙２）　事業収支予算書

（別紙３）　事業スケジュール

　

· 産学公連携研究開発支援事業 申請前確認リスト

※注意
応募書類を記入する前に必ず板橋区産業振興公社に連絡をして、ヒアリングを受けてください。 

  ヒアリングを受けずに応募書類を提出しようとしても、受付することができませんのでご注意ください。

※裏面の「提出書類確認表」で、提出する様式および添付資料をご確認ください。

提出書類確認表

　申請にあたっては、以下の書類をご提出ください。

　提出書類の種類が「法人」と「個人」で異なりますのでご注意ください。

	提出書類等
	部数
	事業者

	
	
	法人
	個人

	★
	(第１号様式) 産学公連携研究助成金交付申請書　　　　　　　　　別添
	正１
写１
	○
	○

	★
	(別紙１) 事業計画書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別添
	
	○
	○

	★
	(別紙２) 事業予算書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別添
	
	○
	○

	★
	(別紙３) 実施スケジュール　　　　　　　　　　　　　　　　　　別添
	
	○
	○

	★
	説明資料（別紙１以外で）

　・仕様書及び図面（設計図、原理機構図、回路図、着色図など）

　・目的、研究手法、予想される効果などを記載した書面
	
	○
	○

	★
	社歴（経歴）書　〔会社概要でも可〕
	
	○
	○

	★
	産学公連携研究開発支援事業申請前確認リスト　　　　　　　　　別添
	
	○
	○

	■
	契約書
	写１
	○
	○

	■
	同意書
	正１
	○
	○

	■
	登記簿謄本（※）
	各1
	○
	

	■
	住民票（※）
	
	
	○

	■
	前年度の法人事業税納税証明書（都税事務所発行）（※）
	
	○
	

	■
	前年度の法人都民税納税証明書（都税事務所発行）（※）
	
	○
	

	■
	前年度の住民税納税証明書（個人事業者で事業税が非課税な場合）（※）
	
	
	○


（※）発行日から３ヶ月以内の原本を1部提出してください。

【書類の提出方法】


産学公連携研究開発支援事業　申請前確認リスト
◎提出前に下記の基本的要件などをご確認ください。

	確　認　事　項
	ご回答
	公社

ﾁｪｯｸ欄

	
	はい
	いいえ
	

	申　請　要　件
	板橋区内で事業を営み、以下のいずれかの要件を満たしている

１　（ 　 ）区内に本社又は事業所を有する中小企業者である

２　（　　）グループで申請の場合、構成員の３分の２以上が区内に本社又は事業所を有する中小企業者である
	□
	□
	

	
	助成対象として申請した経費について、公社の別事業や国、地方公共団体その他の公益的団体等から補助金等の支援を受けている又は受ける

見込みはない
	□
	□
	

	
	法人住民税及び法人事業税（個人事業者にあっては住民税及び個人事業税）の滞納がない
	□
	□
	

	
	（個人事業主の場合）
所得税法に基づく開業等の届出を行っている
	□
	□
	

	
	る暴力団関係者又は遊興娯楽業のうち風俗関連業、ギャンブル業、賭博等、助成の対象として社会通念上適切でないと判断される事業を行っていない
	□
	□
	

	
	連鎖販売取引、ネガティブ・オプション（送り付け商法）、催眠商法、霊感商法など助成の対象として適切でないと判断する業態ではない
	□
	□
	

	
	民事再生法又は会社更生法による申立て等、事業の継続性について不確実な状況が存在しない
	□
	□
	

	
	申請に必要な書類を全て提出できる
	□
	□
	

	
	みなし大企業ではない
	□
	□
	

	
	「産学公連携研究開発支援事業 募集要領」に記載の、“助成対象とならない事業”に該当しない
	□
	□
	

	
	助成金交付申請額は、150万円以内となっている
	□
	□
	

	
	提出書類等が必要部数用意できている
	□
	□
	

	
	「産学公連携研究開発支援事業 募集要領」の内容を確認した
	□
	□
	


　　
年　　月　　日　　
企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　
別記第1号様式

　　年　　月　　日

（宛先）板橋区産業振興公社理事長
所在地

名 称　　　　

代表者役職
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

産学公連携研究開発支援事業　助成金交付申請書
　　産学公連携研究開発支援事業助成金の交付を受けたいので、産学公連携研究開発支援事業助成金交付要綱第８条第１項の規定により、助成金の交付を申請します。

記

１  産学公連携研究開発テーマ（概ね20文字以内）

	


２　助成対象事業に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

３　助成対象経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
４　助成金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
５　研究・開発期間　　  年　　　月　　　日～      年      月      日
６　申請状況

	現在この助成金以外で申請している助成対象事業

	申請先
	助成対象事業名
	テーマ
	助成金申請額
	本申請との関係

	
	
	
	
	同一 ・ 否

	
	
	
	
	同一 ・ 否

	
	
	
	
	同一 ・ 否


	 国・都・公社等から助成金の交付を受けた実績（過去５年間について直近のものから順に記入）

	年　度
	申請先
	助成対象事業名
	テーマ
	助成金額

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


別紙１（第１号様式関係）

事 業 計 画 書

１．申請者の概要
	ﾌﾘｶﾞﾅ　　　

企業名　　　　
	代表者役職

代表者氏名

　　　　　　　　　　　（　　　　歳）

	登記上

所在地
	〒      －


	ＴＥＬ
	－        －

	
	
	ＦＡＸ
	－        －

	本社所在地
	〒      －


	ＴＥＬ
	－        －

	
	
	ＦＡＸ
	－        －

	連絡所在地
	〒      －


	ＴＥＬ
	－        －

	
	
	ＦＡＸ
	－        －

	ﾌﾘｶﾞﾅ

連絡担当者
	　
	部署

（役職）
	　

	ＵＲＬ
	https://
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	事業開始
	創　　業　        年　  月　  日

法人設立　        年　  月　  日
	創業

年数
	年　  月
	年　月

末現在

	資本金

・出資金
	千円

（うち大企業からの出資　　　千円）
	役員数
	常　勤　　  人・非常勤　　  人・計　　人

	
	
	従業員数
	正社員　    人・パート　    人・計　  人

	業種
	
	主要製品
	

	企業概要
	

	直近３年間の売上・利益
	
	売上高
	経常利益
	当期純利益

	
	年　　月期
	千円 
	千円 
	千円 

	
	　　年　　月期
	千円 
	千円 
	千円 

	
	　　年　　月期
	千円 
	千円 
	千円 

	年間売上高
	主　要　取　引　先
	所　在　地
	売　上　高
	取引年数

	
	１　
	
	千円 
	 　　 年

	
	２　
	
	千円 
	 　　 年

	
	３　
	
	千円 
	　　  年

	
	そ　の　他
	
	千円 
	

	
	合　　計
	
	千円 
	

	工場等
	種　　別
	
	

	
	事　　務　　所
	
	

	
	工　　　　　場
	
	

	
	その他（　　　）
	
	


２．開発の技術的説明　

書類審査に必要なので、開発期間全体について、専門的・技術的にわかりやすく、かつ資料を用いるなどして具体的に説明してください。

	開発テーマ

（表紙と同じ）
	

	 （１）開発内容の要約（開発内容の全体像、最終目標、また、目標に到達するために行う内容について簡潔にまとめて記入）

	（２）実施期間

　　　　　　　　　年　　　月　　　日　　　～　　　　年　　　月　　　日

	（３）開発の目的



	（４）開発の内容及び方法



	（５）新規性・優秀性    従来品との比較、従来にない新しい開発要素、優位性、独自性、利便性等



	（６）市場性（対象とする市場・顧客、市場動向・規模、製品化の時期、売上規模見込、製品化後のビジネスモデル等）



	（７）実現性（開発に必要な自社の技術力、社内体制、主任研究者の氏名・経歴等）


	（８）助成対象事業完了時の達成目標（具体的な到達目標を名称（成果物）、数値などで示すこと）



別紙２（第１号様式関係）

事 業 予 算 書
１ 収支予算
（１）収入（総額）

	区　分
	金　額
	資金の調達先

	公社からの助成金
	
	

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	その他
	
	

	合　計
	
	


 （２）支  出

	年度
	助成対象事業に
要する経費
	助成対象経費
	助成対象交付額
	助成対象実施期間

	      年度
	
	
	
	  年    月    日～
  年    月    日  

	      年度 
	
	
	
	年    月    日～
年    月    日  

	     年度
	
	
	
	年    月    日～
年    月    日

	合　計
	
	
	
	


· 千円未満は切捨てて記入。
開発が複数年を要する場合は年度ごとに記入する。

「助成対象事業に要する経費」とは、当該事業を遂行するために必要な経費。

　「助成対象経費」とは、「助成対象事業に要する経費」のうちで助成対象となる経費。

　 助成金の交付を希望する額で、その限度は、「助成対象経費」に助成率を乗じた額をいう。

（３）事業経費（年度）
 ①単年度総額
        年度   　　　　　　　　　　　                      　　　　　　　　　　（単位：円）

	経費区分
	助成対象事業に

要する経費
	助成対象経費
	助成金交付申請額

	設備購入費
	
	
	

	謝金
	
	
	

	その他経費
	
	
	

	その他助成対象外経費
	
	
	

	合    計
	
	
	


②経費区分内訳

＜設備購入費＞
                            （単位：円）

	品　名
	数　量
	単　価
	助成対象事業に要する経費
	助成対象経費

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	計
	
	


＜謝金＞                                                                     （単位：円）

	氏名
	日・回数
	単価
	助成対象事業に要する経費
	助成対象経費

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	計
	
	


＜その他経費＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　  （単位：円）
	件　名
	数　量
	単　価
	助成対象事業に要する経費
	助成対象経費

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	計
	
	


＜その他助成対象外経費＞　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　 　（単位：円）
	件　名
	数　量
	単　価
	助成対象事業に要する経費

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	計
	


別紙３（第１号様式関係）

実施スケジュール

   ※対象年度ごとに記載すること
	項　　目
	　　年度

	
	　月
	　月
	　　月
	　月
	　月
	　月
	　月
	　月

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


①書類を提出する際には、上記の表の★のついた書類を上から順に１部ずつ組み合わせて１セットとして、書類の左上１カ所をホッチキス・ダブルクリップ等で留めてください。


②同様に、■のついた書類も上から順に組み合わせて、書類の左上１カ所をホッチキスで留めてください。
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